
各務原市デジタル人材育成推進事業補助金交付要綱 

（令和３年６月１日決裁） 

（趣旨） 

第１条 市は、ＤＸ・ＩＴ等の導入を促進することにより、市内の中小企業が抱える

課題の解決又は業務の効率化を図り、もって生産性の向上がなされ、地域経済の活

性化に寄与するため、予算の範囲内で各務原市デジタル人材育成推進事業補助金（以

下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、各務原市補助金

交付規則（昭和３８年規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

この要綱の定めるところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、次に掲げる者とする。 

（１）市内に住所を有し、市税を滞納していない者で求職活動又は起業の準備を行っ

ているもの 

（２）市内に事業所を有する法人又は個人で次のいずれにも該当するもの 

  ア 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号のいずれか

に該当する者 

  イ 市税を滞納していない者 

（補助事業等） 

第３条 補助事業は、前条第１号に規定する者又は同条第２号に規定する法人若しく

は個人の代表者、役員、従業員等が、公益財団法人ソフトピアジャパンが実施する

ＤＸ・ＩＴ研修を受講する事業とする。 

２ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業に

要する経費のうち補助事業者が負担する受講料とする。ただし、国、他の地方公共

団体等から同種の補助を受ける場合は、補助金の交付の対象としない。 

３ 消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する消費税及び地方税法（昭和２

５年法律第２２６号）に規定する地方消費税その他市長が適当でないと認める経費

は、補助対象経費に含まないものとする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（１円未満の端数が

あるときは、その端数を切り捨てた額）とする。 

（補助金の交付申請） 



第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、各務原市デ

ジタル人材育成推進事業補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）に次に掲げる書

類を添付して、市長が別に定める日までに市長に提出しなければならない。 

（１）ソフトピアジャパンが交付する受講料請求書及び受講決定通知書の写し 

（２）補助対象経費を支払ったこと及びその額が確認できる書類 

（３）受講修了証等の写し 

（４）その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請を各務原市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条

例（令和３年条例第４号）第３条第１項の規定により同項に規定する電子情報処理

組織を使用する方法により行う場合は、市のウェブサイト上の専用入力フォームに

必要な事項を入力し、送信する方法により行うものとする。この場合において、各

務原市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例施行規則（令和３年規則第

９号）第４条第２項ただし書の規定により、同項本文の規定による措置を要しない

ものとする。 

 （補助金の交付決定等） 

第６条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

補助金の交付の適否を決定し、各務原市デジタル人材育成推進事業補助金交付（不

交付）決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第７条 市長は、前条の規定により補助金の交付を決定したときは、速やかに当該申

請者の指定する金融機関の口座に振り込むものとする。 

（決定の取消し） 

第８条 市長は、申請者が虚偽その他不正な行為により補助金の交付を受けたと認め

たときは、補助金の交付の決定を取り消すことができる。 

（手続の統合及び省略） 

第９条 規則第１９条の規定により、規則第４条の規定による補助金の交付の申請及

び規則第１４条第２項の規定による補助金の交付の請求を統合し、並びに規則第１

１条の規定による補助事業の実施報告及び規則第１３条の規定による補助金の額の

確定を省略するものとする。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 



   附 則 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

   附 則（令和５年４月１日決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 


